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はじめに

平成20年 3月28日､神奈川県地方税制等研究会は ｢神奈川にふさわしい炭素税

等｣ の研究について､松沢知事から諮問を受け∴翌年 3月31日に ｢低炭素社会の

実現に貢献する神奈川県独 自の税制に関する検討結果報告書｣を取 りまとめ､神

奈川県独自の法定外税である ｢かながわ地球環境税｣を提言した｡

同報告書では､環境税は全国一律で導入すべきと指摘 しているが､神奈川県に

おいて独自の炭素税の導入に向けた議論を行 うことは､国の環境税導入に向けた

議論を活性化 させ､早期導入を促すためにも極めて意義が大きかった｡

その後､昨年の政府税制調査会において､環境省の ｢地球温暖化対策税｣や全

国知事会め ｢地方環境税｣､総務省の ｢環境 自動車税｣が議論の姐上に上るなど､

環境税制の導入に向けた活発な議論が展開された｡

しかしながら⊥環境省案は国税を基本として構築されてお り､全国知事会案は

環境税 として本格的な制度設計となっていないため､地球温暖化対策における地

方の役割や暫定税率の廃止に伴 う地方財源の確保などを踏まえた､地方の立場か

らの環境税を研究する必要が生じていた｡

こうした背景の下､平成21年12月28日､ ｢地方環境税及び自動車関係諸税のあ

り方｣について研究してほしいという諮問を松沢知事から受けた｡

これを受け､当研究会は､ワーキンググループを設置 し､ ｢かながわ地球環境

税｣の研究成果を基礎 として､現状把握や論点整理を行った上で､地方税 として

環境税を仕組む意義や実現可能性を踏まえた制度設計について議論を重ねてきた｡

また､自動車関係諸税については､環境損傷負担金的な性格を組み込むととも

に､税の簡素化や税負担の軽減､賦課徴収事務の効率化なども視野に入れた研究

を行ってきた｡

当研究会では､環境税の導入をはじめ､環境負荷に応 じた税負担を求める税制

-のシフ トは､国民の意識がエコ ･フレンドリーな方向-向かい､地球温暖化対

策に大きく貢献できるものと考えている｡

地球温暖化は､異常気象や食料生産など､我々の生活に直接影響を及ぼす全世

界共通の大きな課題であり､あらゆる手段を駆使 していくことを検討 していかな

ければならない｡

そして､我が国は､2020年までに温室効果ガスの排出量を1990年対比で25%削

減することを目標に掲げており､このための努力を惜しんではならない｡

今後､国､地方それぞれの立場から､環境税導入に向けた動きが本格化 してく

るものと.思われるが､是非とも､この報告書を参考にしていただき､実 りある読

論が行われることを切に望むものである｡

平成22年 6月21日

神奈川県地方税制等研究会

座 長 堀 場 勇 夫

し､
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,i.潤

我が国は､京都議定書において2008年からの5年間で温室効果ガスを基準年対比

6%削減することを約束し､2020年までには25%削減するとの目標を国連に提出した｡

この目標を達成するためには､環境税や排出量取引制度といった経済的手法を活用

することが不可欠であり､政府税制調査会の平成22年度税制改正大綱においても､地

球温暖化対策のための税については､平成23年度実施に向けた成案を得るべく､更に

検討を進めることとされ､車体課税にらいても簡素化 ･グリーン化等を行う方向で抜

本的な見直しを検討することとされている｡

このように､国における環境税導入に向けた動きは本格化しているものの､環境省

が提唱した ｢地球温暖化対策税｣は国税として制度設計されており､また､全国知事

会の ｢地方環境税｣は地方税ではあるものの､暫定税率の廃止に伴う地方の減収分を

確保するための地方財政対策としての色彩が濃く､本格的な環境税の制度設計とはな

っていない｡

このため､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制に資する環境税のあり方や､環境施策に

おける地方の責任と役割を踏まえた地方税財源の確保について検討する必要が生じた｡

平成20年度､当研究会では神奈川県独自での炭素税の導入について検討を行い､全

ての化石燃料を対象とした環境税案である ｢かながわ地球環境税｣を提案した (当研

究会報告書 ｢低炭素社会の実現に貢献する神奈川県独自の税制に関する検討結果報告∫

書 (平成21年3月)｣)｡ こうした研究の蓄積を踏まえ､今回の中間報告では､化石

燃料の流通経路を分析した上で､適正な課税客体の捕そくや賦課徴収事務の効率性等

を考慮しつつ､3つの環境税案を提案することとしたい｡

第1案は､地方自治体が全ての化石燃料を対象として川下段階で課税を行う地方税

としての ｢地方環境税｣､第2案は ｢地方環境税｣の賦課徴収事務を更に効率化し､

課税対象を国と地方とで区分する ｢化石燃料別の環境税｣､第3案は化石燃料に対す

る現行の賦課徴収システムを活用しつつ､地方自治体の課税権も組み込んだ ｢国と地

方の環境共同税｣を提案する｡

本中間報告における環境税案の特徴は､地球温暖化対策における地方の財政需要や

二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果等を踏まえ､川下課税を原則としながら ｢流通の

どの段階を課税ポイントとした場合に､より効率的な徴税と適正な課税客体の捕そく

が可能なのか｣を分析した上で､地方税としての環境税を構築したこと､さらに､国

と地方自治体のバランスを図りながら税源配分を合理的かつ柔軟に決定することがで

きる ｢国と地方の環境共同税｣を提案している点にある｡

一方､車体課税の見直しについては､自動車重量税 (国税)と自動車税 (都道府県

税)を統合し､新たな地方税を創設する案を軸に検討を行った｡

統合後の税は､安定的な税収確保を目的とするとともに､二酸化炭素排出量の抑制

効果が期待できる政策税制としての機能も併せ持ち､さらに､車検時徴収制度を導入

することにより徴収コス トを抑えていることにその特徴がある｡
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1 地球温暖化の現状

○ 気候変動に関する政府間パネル (IPCC)の第4次評価報告書(2007年11月

発表)は､世界の平均気温は1906年 (明治39年)から2005年 (平成17年)までの

100年間で0.74℃上昇していることを示し､最近の50年の気温は過去100年のほ

ぼ2倍の速度で上昇していることから､ ｢気候システムの温暖化には疑う余地

がない｣と指摘している｡

○ また､同報告書では､現在進行している温暖化の現象は､太陽の放射などの

自然要因だけでは説明できないことから､ ｢20世紀半ば以降に観測された世界

平均気温の上昇のほとんどは､人為起源の温室効果ガスの増加によってもたら

された可能性が非常に高い｣と指摘している｡

○ 地球温暖化は､生態系-の影響のみならず､異常気象､食料生産､人の健康､

経済活動など､我々の生活そのものにも深刻な影響をもたらす懸念があると指

摘されており､地球温暖化問題-の早急な対応が必要となっている｡

○ こうしたなか､我が国は､京都議定書において､200-8年からの5年間で温室

効果ガスの基準年対比6%削減を約束した｡

○ 京都議定書以降の枠組みについては､気候変動枠組条約第15回会議 (COP

15)における ｢コペンハーゲン合意｣に基づき､他の主要国が意琴的な目標を

掲げることを前提とした上で､国内の温室効果ガスの排出量を2020年までに基

準年対比で25%削減する目標を国連に提出した｡

○ 政府は､この削減目標の達成に向け､あらゆる政策を総動員する必要がある

と表明しており､こうしたあらゆる政策を体系的に明らかにすることや､我が

国における地球温暖化対策の基本的な方向性を法律として明示することが重要

となっている｡

○ こうした背景により､第174回通常国会に提出された地球温暖化対策基本法案

においては､国内排出量取引制度の創設や地球温暖化対策のための税の平成23

年度導入に向けた検討などを基本的施策に位置付けており､環境税の具体的制

度設計は早急に取り組むべき課題となっている｡
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2 温室効果ガス削減のための取組み

○ 平成21年度の政府税制調査会において､環境省の ｢地球温暖化対策税｣や全

国知事会の ｢地方環境税｣が提案されるなど､地球温暖化対策のための税の導

入に向けた議論が本格化している｡

こうした経緯により､平成22年度税制改正大綱では ｢地球温暖化対策のため

の税を検討する場合には､地方の財源を確保する仕組みが不可欠｣としたうえ

で､埠球温暖化対策のための税については､ ｢今回､当分の間として措置され

る税率の見直しも含め､平成23年度実施に向けた成案を得るべく更に検討を進

める｣こととされている｡

○ こうした環境税は､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制そのものを目的とし､化

石燃料からの二酸化炭素の排出量 (各化石燃料の炭素含有量)に応じて､企業

や家庭に幅広く負担を求め､価格インセンティブ効果 (注1)やアナウンスメ

ント効果 (注2)により､化石燃料の消費 ･使用を抑制する経済的手法のひと

つであり､炭素比例で課税するという意味においては ｢炭素税｣とも呼ばれる｡

○ 同時に､削減目標の達成に向けた施策推進のために必要な安定的財源の確保

も可能とするなど､地球温暖化対策の実効性を確保することができる有効な手

段である｡.

○ こうした化石燃料に対する課税は､幅広い部門 ･事業者に対して公平に課税

することができ､あらゆる主体の経済合理性に沿った排出抑制等を誘発する仕

組みであることから､我が国において二酸化炭素排出量の削減を進めていくた

めには､排出量に応じて負担を求める税制を導入することが必要である｡

○ 一方､二酸化炭素排出量の削減効果を高めていくためには､こうした税制と

並行して排出量取引制度といった経済的手法も活用していく必要がある｡

○ 我が国の平成20年度温室効果ガス排出量 (確定値)によると､産業部門は二

酸化炭素排出量の34.5%を占める最大の排出部門であり､こうした産業部門の

二酸化炭素排出量削減のためには､国内排出量取引制度を導入することが極め

て効果的であるとされている｡

○ しかしながら､国内排出量取引制度は､平成20年 7月29日の閣議決定 (｢低

炭素社会づくり行動計画｣)を受け､同年10月から試行的な取組みが始まって

いるものの､未だ本格的な実施には筆っておらず､地球温暖化対策基本法案に

おいても､ ｢この法律の施行後一年以内を目途に成案を得る｣こととされてお

り､その具体的制度設計は今後の検討課題となっている｡
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○ 環境税と排出量取引制度という二つの経済的手法は､相互に補完､補強の関

係にあり､ポリシーミックスの考え方に沿って､排出量削減効果の最大化を図

りつつ､早急に制度設計を行うべきである｡

注1 価格インセンティブ効果

より二酸化炭素排出量の少ない設備や機器など-の代替や､化石燃料の使用等

の削減､省エネ技術の研究開発等を促す｡

2 アナウンスメント効果

環境税の導入により､国民一人ひとりが税の負担を感じることにより､温暖化

対策の必要性が認識されることで対策が普及
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1 地球温暖化対策における地方の財政需要

○ 地球温暖化対策基本法案では､国は､国内排出量取引制度及び地球温暖化対

策のための税の創設や国際的協調のための施策を展開することとされ､地方自

治体は､その地域の ｢自然的社会的条件に応じた地球温暖化対策を､その総合

的かつ計画的な推進を図りつつ実施する｣ものとされている｡

○ 国の役割とされている国内排出量取引制度については､平成20年 7月29日の●

閣議決定 (｢低炭素社会づくり行動計画｣)を受け､同年10月から試行的な取
組みが始まっているものの､具体的な制度設計は今後の課題となっている｡

○ 国内排出量取引制度は､我が国最大の排出部門である産業部門の二酸化炭素

排出量削減のために最も効果的な手法であるとされているが､今日まで国がこ

の制度の導入には至っていないことを考慮し､主に産業部門で使用されている

石炭や重油も課税対象として組み込んだ地方税を創設する必要がある｡

○ 地方自治体は､環境分野においても幅広い施策を展開しており､とりわけ地

球温暖化対策においては､きめ細かな情報提供や中小企業 ･家庭の自主的取組▲

みの促進 ･支援など大きな役割を果たしている｡

○ 具体的な取組みとしては､低炭素型のまちづくり､公共交通機関や自転車の

利用促進､太陽光､.風力等の利用の促進､都市における緑地の保全及び緑化の

推進等があり､その取組内容は非常に幅広く､政府税制調査会資料によると都

道府県と市町村を合わせた地球温暖化対策に係る平成20年度予算額は､ 1兆

5,058億円となっている｡

○ 神奈川県における地球温暖化対策としては､大規模事業者及び大規模建築物

の温暖化対策､住宅用太陽光発電設備の設置に対する補助､電気自動車の導入

促進､学校教育等における環境教育の推進､また､渋滞緩和に資する道路整備

や森林整備等の施策を行っており､関係する予算の総額は約420億円 (平成22年

度当初予算ベース)となっている｡

○ 一方､平成20年度温室効果ガス排出量 (確定値)の部門別二酸化炭素排出量

によると､業務部門と家庭部門が基準年対比で大きく増加しており､オフィス

での事業活動や人々のライフスタイルに対する取組みなど人々の生活に密着し

た地域レベルでの取組みが一層重要になっていることは明らかである｡
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○ オフィスの利用状況や人々のライフスタイルなどについては地域性があると

考えられ､こうした地球温暖化対策は､地域に密着した地方自治体が地域の実

情に沿って行う方が､より効率的であることに留意する必要がある｡

○ 今後､国は､産業分野を中心に大規模な排出源をコントロールし､地方自治

体は､まちづくり､地域づくりと一体化させながら､業務､運輸､家庭部門の

コントロールを行うという役割分担になると思われ､.国は産業部門に対する排

出量取引等の規制を行い､地方自治体は環境税制を活用しながら地域の実情に

沿った温暖化対策を展開することにより､最大の二酸化炭素排出量の削減効果

が得られるものと考えられる｡

0.以上のように､地方自治体は着実に地球温暖化対策を推進しており､その役

割はますます大きなものになっていくことから､環境税制の創設に当たっては､

地方自治体の財政需要に見合う財源を確保する必要がある｡

2 二酸化炭素排出量の削減 .抑制効果と税負担の調整等

○ 環境税を制度設計するに当たり､輸入段階等の上流 (川上)を課税ポイント

とした場合には､原油価格や為替レー トが変動することに加え､環境税相当額

は原油から精製される石油製品ゐ価格に含まれるため､最終消費者が1リット

ル当たりいくらの環境税が課税されているのか正確に認識することができず､

アナウンスメント効果が弱まる危険性がある｡

また､課税から最終消費に至る一連の流通過程において｣需給関係によって

は環境税が転嫁されないケースが想定されるなど､効果的な二酸化炭素排出量

の削減 ･抑制が期待できないという懸念がある｡

○ 輸入段階において､原油を対象として環境税を賦課した場合には､原油ベー

スでの二酸化炭素排出量 (炭素含有量)'は税負担に反映できるものの､ガソリ

ンや重油等に精製された以降は､それぞれの油種に応じた二酸化炭素排出量ベ

ースでは転嫁されていかないため､炭素税としては十分に機能しない｡

○ 一方､課税ポイントを下流 Ul口ご)段階とした場合には､排出量取引制度等

の施策に応じた環境税の負担軽減や負担の逆進性の緩和等の措置を仕組みやす

く､また､政策的な見地から一部の産業が消費する燃料について税負担を調整

する場合であっても､川上課税に比べ川下課税の方が柔軟な対応を取りやすい｡

○ もちろん､環境税は､燃料の炭素含有量に応じた税負担を求めるべきである

が､例えば､寒冷地における暖房用灯油の使用など､個々の地域において独自

に税負担を調整せざるを得ないケースが想定され､川上を課税ポイントとした
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場合には､地域ごとの調整について適切に対応できない場合が生ずることに留

意する必要がある｡

○ 徴収コストの抑制を図りながら二二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果を高め､

かつ､負担軽減等の調整を柔軟に行 うためには､川下段階を課税ポイントとす

る地方税 (軽油引取税や旧電気税 ･ガス税)の賦課徴収システ本を活用して課

税を行うことが適当である｡

3 地方税財源の充実強化

○ 揮発油税や軽油引取税等の暫定税率による地方自治体の税収は年間約8,000億

円にも上ることを踏まえれば､環境税の導入に際し､暫定税率を廃止する場合

には､地方自治体の財源を確保する仕組みを構築することが不可欠である｡

○ これに加え､現在､国と地方自治体の税源配分は､国 :地方-6:4である

が､歳出ベースでは､国 :地方-4 :6となっており､国と地方自治体の仕事

量に見合った税源配分が行われていない｡また､地方自治体の歳入のうち地方

税収入の占める割合は約39.6%という状況になっている (平成22年度地方財政

計画べ一女)｡

OLまた､地域主権改革を実現する観点から､地方自治体は､自らの歳出は自ら

の財源で賄い､自己決定 ･自己責任の体制を支える自治財政権を確立する必要

があり､このためには､地方自治体が課税権を有する地方税を充実させること

が最も重要である｡

○ これらのことを踏まえた上で､真の地域主権改革を実現させるためにも､地

方税財源の充実強化を強力に推進していく必要があり､こうした観点から新税

を創設する場合は､できる限り地方税として仕組むべきである｡

4 まとめ

地方自治体は､地域に密着した地球温暖化対策を推進しており､今後､その役

割がさらに重要になってくることから､必要な財源を確保していく必要がある｡l

また､徴収コス トの抑制を図りながら､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果を

高め､かつ､負担軽減等の調整を柔軟に行 うためには､軽油引取税等の地方税の

賦課徴収システムを活用することが現実的である｡

地方税財源の充実強化を図る観点からも､環境税を創設する場合は､できる限

り地方税として仕組むことが望ましい｡
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溢出性董 ､ ･:/.I.A.

1 具体案の特徴

○ 前述のとおり､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果や国と地方自治体の役割

分担等を踏まえれば､環境税はできる限り地方税として川下課税で仕組むこと

がふさわしい｡本中間報告では､このことを考慮しつつ賦課徴収事務の効率化

の視点も勘案しながら､ ｢地方環境税 (第1案)｣ ｢化石燃料別の環境税 (第
2案)｣ ｢国と地方の環境共同税 (第3案)｣の3つの環境税の具体案を提案
することとしたい｡ (図表1参照)

○ 今後の地方分権を真の地域主権改革の実現に結びつけるためには､国と地方

の役割分担の適正化や地方税財源の充実強化を強力に進めることが必要であり､

とりわけ､地方自治体の自主性を強めながら､自らの課税権を行使していくこ

とは必要不可欠な要素である｡ ｡

○ こうした意味で､地方自治体が課税権を持ち､環境税の税収を活用しながら

自ら地球温暖化対策を推進していくことは極めて重要であり､二酸化炭素排出

量削減効果や実現可能性を踏まえた税制案 (第1案)として､全ての化石燃料

を川下段階で地方自治体が課税する ｢地方環境税｣を提案する｡

〇 第2案の ｢化石燃料別の環境税｣は ｢地方環境税｣における課税対象につい

て､賦課徴収事務の効率性や徴収コストの観点から精査し､化石燃料によって

は国が現行の賦課徴収システムを活用した方が効率的であるものを国税とする

制度設計を行った｡

〇 第3案の ｢国と地方の環境共同税｣は､国税及び地方税の現行の賦課徴収シ

ステムを活用しつつ､地方自治体の課税権の重要性や国と地方自治体の柔軟な

税源配分､さらに､都道府県間の財政調整機能等を視野に入れた税制案である｡

｢環境共同税｣とすることにより､新たな環境税-と発展 ･転換したことの意

味や意義を明確にすることができる｡
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【図表 1】環境税の具体案

地方環境税 化石燃料別の環境税 国と地方の環境共同税

税制案の ･かながわ地球環境税を基礎 ･左の地方環境税について､ ･現行の疑武課徴収システムを

ポイント として､地方自治体ができ 賦課徴収事務の効率性や徴 活用した国と地方の共同税

る限り下流で課税する税制 収コス トの観点から､課税 秦

秦 対象を国と地方で区分する税制案

賦課徴収 【地方税】 【国税】 【共同税】

制度など ･石炭 ･石炭 ･原油､石康､輸入石油製

- 大口需要家の申告納付 - 最上流課税(輸入段階). 品､ガス状炭化水素

･ガソリン､灯油､軽油､ ･ガソリン､灯油､LPガス - 最上流課税(輸入段階)

重油､LPガス (自動車用 (自動車用燃料以外) ･ガソリン

燃料以外) - 上流課税(移出段階等) - 上流課税(移出段階等)

-→ 引取課税 【地方税】 【地方税】

･LPガス (自動車用燃料) ･軽油､重油 ･軽油

- 販売店課税 - 引取課税 -→ 引取課税 ∫′

･都市ガス､電気等 ･LPガス (自動車用燃料)
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2 地方環境税 ～ ｢かながわ地球環境税｣ を基礎とした構想～

① かながわ地球環境税の概要

○ 当研究会では､平成20年度において､神奈川県独自での炭素税の導入につ

いて研究を行い､平成21年3月､ ｢低炭素社会の実現に貢献する神奈川県独

自の税制に関する検討結果撃告書｣を取りまとめ､ ｢かながわ地球環境税｣

を提案した｡ (図表2参照)

O ｢かながわ地球環境税｣は､全ての化石燃料を課税対象とした法定外税と
して制度設計されていること､できる限り最終消費者に近い川下段階を課税

ポイントとしていることなど､二酸化炭素排出量の削減効果を最優先課題と

して考慮し構築されていることが特徴として挙げられる｡

○ この税制案は､ガソリンや軽油等の末端の販売業者を特別徴収義務者とす

るなど実現可能性を踏まえた税制案であったが､賦課徴収事務の効率性や徴

収コス トなどについては､さらに検討する余地を残していた｡

○ 今回､地方環境税の構築に当たり､ ｢かながわ地球環境税｣における研究

を基礎としながらも､賦課徴収事務の効率性等も踏まえた上で､以下のとお

り検討を行った｡

② 地方環境税の検討

○ 制度設計にあたり､元売業者等から最終消費者に至る化石燃料ごとの流通

経路を分析した上で､ ｢流通のどの段階を課税ポイントとした場合に効果的

な徴税と適正な課税客体の捕そくが可能なのか｣を念頭に置きつつ､賦課徴

収事務の効率性や徴収コス トなどを精査しながらL､できる限り川下段階を課

税ポイントとすることができるよう検討を行った｡

○ この結果､最終消費段階で課税を行った場合､著しい徴収コス トや事務負

担の増加などを招くケースについては､都道府県がノウハウを有する現行の

軽油引取税の賦課徴収システムを活用することにより制度設計を行った｡
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【図表2】 ｢かながわ地球環境税｣の概要

区 分 案の1 一 案の2

名 称 かながわ地球環境税 (仮称) 勾

概 要 化石燃料からの二酸化炭素の排出に対して 化石燃料からの二酸化炭素の排出に対して

排出量に応じて網羅的に彩硯を課税 排出量に応じて網羅的に新税を課税(自動車燃料用のガソリンi軽油.LPガス及びジェット燃料を除くo)

課税客体 1 ガソリン.軽油 .LPガス (自動車燃 1 灯油

課税方法 料用)､灯油 課税客体 :県内における購入等

課税客体 :県内における購入等課税方法 :販売業者による特別徴収等2 電気､都市ガス､LPガス (自動車燃 課税方法 :販売業者による特別徴収等2 電気､都市ガス､LPガス (自動車燃

料以外) 料以外)

課税客体 :県内における使用 課税客体 :県内における使用

課税方法 :電気 .ガス事業者等による 課税方法 :電気 .ガス事業者等による

特別徴収3 重油､石炭､天然ガス､ジェット燃料 特別徴収3 重油､石炭､天然ガス､ガソリン.軽

ガソリン .軽油(自動車燃料以外) 油(自動車燃料用以外)

課税客体 :県内における使用等 ′､課税客体 :県内における使用等

(2の特別徴収義務者が発電 .都市ガス (2の特別徴収義務者が発電 .都市ガス

製造に使用等した場合は除く) 製造に使用等した場合は除く)

課税方法 :一定規模以上の使用等をする事 課税方法 :一定規模以上の使用等をする事

業者による申告納付 業者による申告納付

税 率 ･概ね1,600円～2,400円/炭素■トン

･1の灯油については税率を2分の1とする

ガソリン1.01-1.52円/1 ∴ 灯油0.54-0.81円/1､軽油1.14-1.71円/1､

C重油1.30-1.95円/1､都市ガス0.91-1.36円/m3､LPガス2.72-4.07円/m3､

電気0.24-0.36円/kwh､石炭1.05-1.58円/kgなど

税収等 ･税収額 220-340億円/午 .税収額 ~160～250億円/午

(相野)基礎控除 ･家計の負担_1,500-2,200円/午 .家計の負担 1,000-1,600円/午

･撃墜控除額 :電気120kwh/月､都市ガス10m3/月､LPガス3m3/月

家計調査における年間収入五分位階級I(年収268万円以下)の世帯における

平均使用量の半分は負担しないものとして設定した場合の額

･電気､都市ガス､LPガス (自動車燃料以外)については基礎控除制度を設ける○
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③ _地方環境税における賦課徴収システム

◇ 石炭 【申告納付】

石炭については､輸入又は採掘段階から最終消費者に至る流通経路が把握

されていない｡

一方､その使用 (消費)者は､電力会社や鉄鋼会社などの大口需要家が大

部分を占めるため､これらの消費段階を課税ポイントとし､電力会社等の事

業所所在の都道府県において､一定量以上の使用 (消費)者を納税義務者と

して課税する (申告納付)｡

石炭

E 3 . i =

◇ ガソリン･灯油 ･軽油 ･重油 ･LPガス(プロパンガス)【引取課税】

現行の軽油引取税の賦課徴収システムを活用する｡

元売業者又は特約業者 (LPガスにあっては卸売業者)からの引取り段階

を課税ポイントとして､ガソリン･灯油 ･軽油 ･重油 ･LPガスの納入地所

在の都道府県において､元売業者又は特約業者 (又は卸売業者)を特別徴収

義務者､引取りを行う者を納税義務者として課税する｡

ガソリン･灯油 ･軽油 ･重油
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LPガス (プロパンガス)

◇LPガス (自動車用燃料) 【販売店課税】
LPガス (自動車用燃料)の販売業者からの購入段階を課税ポイントとし

て､-LPガス購入者の事業所が所在する都道府県において､販売業者を特別

徴収義務者､購入者を納税義務者として諌税する｡

LPガス (自動車用燃料)
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◇天然ガス ･都市ガス 暮電気 【消費地課税】
旧電気税 ･ガス税の賦課徴収システムを活用し､天然ガスの元売業者及び

一般ガス事業者､電気の一般電気事業者からの購入 (消費)段階を課税ポイ

ントとして､天然ガス ･都市ガス ･電気の消費者が所在する市町村において､

元売業者 ･一般ガス事業者 ･一般電気事業者を特別徴収義務者､ガス ･電気

の消費者を納税義務者として課税する｡

なお､過去の経緯を踏まえ､これらの化石燃料に対する課税については､

市町村税とすることが望ましい｡

天然ガス .都市ガス

電 気

者

④ 地方環境税の検討課題

ガソリンや灯油については､特別徴収義務者が相当数に上るため､県税事務

所や特別徴収義務者の事務負担の増加が見込まれる｡

また､ ｢地方環境税｣を導入した場合に､必要な徴税吏員数を軽油引取税の

従事者数を参考に推計したところ､全国で1,800-2,000名程度に上るものと見

込まれ､相当程度の人員確保が必要となる｡
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3 化石燃料別の環境税

(D 化石燃料別の環境税の検討

O ｢地方環境税｣は､環境税の本来の目的である二酸化炭素排出量の削減 ･
抑制効果を高め､かつ､地方の自主財源を確実に確保できるよう､地方自治

体が課税主体となり､全ての化石燃料を対象として､最終消費者による申告

納付や軽油引取税の賦課徴収システム等を活用した特別徴収制度を導入し､

できる限り川下段階を課税ポイントとする地方税として提案した｡

O ｢化石燃料別の環境税｣は､この ｢地方環境税｣を基礎として､石炭､ガ
ソリン､灯油及びLPガス (プロパンガス)については､国税である石油石

炭税や揮発油税の賦課徴収システムを活用し､川上段階で課税することによ

り賦課徴収事務の効率化を図る税制案である｡

② 化石燃料別の環境税における賦課徴収システム

【国税としての課税対象】

◇ 石炭

現行の石油石炭税の賦課徴収システムを活用し､輸入(又は採掘)段階を課

税ポイントとし､輸入者(又は採掘者)を納税義務者として､国が課税する｡

石炭
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◇ガソリン･灯油
現行の揮発油税の賦課徴収システムを活用し､元売業者からの移出段階

(又は保税地域からの引取り段階)を課税ポイントとして､ガソリン ･灯油

の製造者 (又は保税地域からの引取りを行う者)を納税義務者として､国が

課税する｡

ガソリン･灯油

者

◇ LPガス (プロパンガス)

元売業者の出荷段階を課税ポイントとして､元売業者を納税義務者として､

国が課税する｡

LPガス (プロパンガス)
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【地方税としての課税対象】◇軽油･重油
現行の軽油引取税の賦課徴収システムを活用し､元売業者又は特約業者か

らの引取り段階を課税ポイントとして､軽油 ･重油の納入地所在の都道府県

において､元売業者又は特約業者を特別徴収義務者､引取りを行う者を納税

義務者として課税する｡

軽油 暮重油

収 者

◇ LPガス (自動車用燃料)
LPガス (自動車用燃料)の販売業者からの購入段階を課税ポイントとし

て､LPガス購入者の事業所が所在する都道府県において､販売業者を特別

徴収義務者､購入者を納税義轟者として課税する｡

LPガス (自動車用燃料)

収
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◇天然ガス ･都市ガス ･電気
旧電気税 ･ガス税の賦課徴収システムを活用し､天然ガスの元売業者及び

一般ガス事業者､電気の一般電気事業者からの購入 (消費)段階を課税ポイ

ントとして､天然ガス ･都市ガス ･電気の消費者が所在する市町村において､

元売業者 ･一般ガス事業者 ･一般電気事業者を特別徴収義務者､ガス ･電気

の消費者を納税義務者として課税する｡

天然ガス ･都市ガス

別 収

電気

③ 化石燃料別の環境税の検討課題

｢化石燃料別の環境税｣は､化石燃料ごとに課税主体 (国 ･都道府県 ･市町

村)が異なり､一部に上流課税を仕組むため､ ｢地方環境税｣と比較すると地

方の財源が減少し､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果が低下する0 (図表3

参照)

また､税源の偏在性についても､特に重油についてはコンビナー トの有無等

により､その使用量は大きく左右されるため､都道府県間で著しい税源偏在が

生じることとなる｡ (図表4参照)
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【図表3】化石燃料別の環境税における国と地方の税収シェア(試算)

一定税率(課税標準量ベース) (単位:千tc)

国 地方

石 炭 7,368 軽 油 25,946

揮 発 油 38,804. 重 油 33,764

灯 油 16,553 LPガス(自動車用) 1,057

LPガス 9,861天然ガス.都市ガス 19,932

電 気 134,552

国と地方の税収シェア

国と都道府県と市町村の税収シェア

国 :都道府県 :市町村 - 1:1:2

【図表4】化石燃料ごとの偏在性(都道府県間の最大格差)

揮発油 灯油

販売量(L) 人冒劃 格 差

三重県 1,617言67 287.4 2.声倍

販売量(L) 人冒劃 格 差

奈良県 137,989 24.5 6.7倍

販売量(L) 人口割 格 差

北海道 3,362,413 597.5 14倍

販売量(L) 人口割 格 差

茨城県 5,026,795 893.2 69倍

･平成19年石油連盟資料に基づき作成

(人口は､平成17年国勢調査による)

備考 人口割は､各県の化石燃料販売量を各県人口で除したもの｡
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4 ｢国と地方の環境共同税｣

① ｢国と地方の環境共同税｣の検討

O ｢国と地方の環境共同税｣は､国税である石油石炭税及び揮発油税､都道
府県税である軽油引取税の賦課徴収システムを活用しながら､課税権の帰属

や税収の分配について､新しい考え方を検討しようとするものである｡

○ 共同税として仕組む場合には､

a 同一の課税客体について､国と地方自治体がそれぞれ法律上で課税主体

と認められていること

b 税源配分や税率の決定等について､国と地方自治体を代表する機構が対

等の立場で協議を行うこと

C 都道府県間の税源配分については､一定の分割基準を設け､財政調整機

能を伴って分配すること

の3点が必要であり､これらの点が地方譲与税との違いである｡

○ すなわち､地方譲与税が､それぞれの地方譲与税に関する法律の目的 ･経

緯等に基づき､国税として徴収した租税を客観的基準によって地方自治体に

譲与し､譲与の基準等について地方自治体が関与する余地は存在していない

のに対し､ ｢環境共同税｣ では国 ･地方自治体がともに課税主体となり､そ

の税源配分についても対等の立場で協議を行い決定するという点で大きく異

なる｡

○ 環境税は､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果等を踏まえ､できる限り地

方自治体が自ら主体となって川下段階で賦課徴収していくことが望ましいが､

現行の賦課徴収システムの活用による事務の効率化や徴収コストの抑制に加

え､地球温暖化対策における国と地方自治体の役割分担に見合った柔軟な税

源配分を行う必要性を踏まえると､この ｢環境共同税｣ は､環境税のシステ

ムとして合理的な選択肢の一つと言える｡

O ｢化石燃料別の環境税｣において課題であった国と地方の税源配分も ｢国
と地方の環境共同税｣では､適切かつ柔軟に行うこ_とができるようになり､

｢環境共同税｣とすることによって､新たな環境税-と発展 ･転換したこと

の意味や意義を明確にすることができる｡

○ また､都道府県間の税源配分についても､ ｢環境共同税｣とし､一定の分

割基準を創設して財政調整を図ることにより､こうした課題を解消すること

ができる｡
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○ なお､ ｢国と地方の環境共同税｣を創設する場合には､税率の決定や税源

配分などについて､国と地方自治体が対等の立場で協議する場が必要となる

が､現在法制化が進められている ｢国と地方の協議の場｣などにおいて､こ

のような仕組みを協議していくことが考えられる｡

② 国と地方の環境共同税における賦課徴収システム

【共同税としての課税対象】

◇ 原油 ･石炭 ･輸入石油製品 ･ガス状炭化水素

現行の石油石炭税の賦課徴収システムを活用し､輸入 (又は採掘)段階を

課税ポイントとし､輸入者 (又は採掘者)を納税義務者として､国と地方が
ーノ

共同で課税する｡

◇ ガソリン

現行の揮発油税の賦課徴収システムを活用 し､元売業者からの移出段階

(又は保税地域からり引取り段階)を課税ポイントとし､ガソリンの製造者

(又は保税地域からの引取りを行 う者)を納税義務者として､国と地方が共

同で課税する占
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【地方税としての課税対象】◇軽油
現行の軽油引取税の賦課徴収システムを活用し､元売業者又は特約業者か

らの引取り段階を課税ポイントとして､軽油の納入地所在の都道府県におい

て､元売業者又は特約業者を特別徴収義務者､jF取りを行う者を納税義務者

として課税する｡

収 者

③ ｢国と地方の環境共同税｣の検討課題

○ 我が国においては､例えば､連邦国家であるドイツのような ｢地方の代表

から成る連邦参議院｣や単一国家でもフランスのような ｢地方の首長が国会

議員を兼務する選挙制度｣など､国会において地方の意思を反映するシステ

ムが存在していない｡このことを捉えで､我が国ではそもそも ｢共同税｣の

創設は困難であるとの議論がある｡

○ 共同税については､共同税として仕組む必要性を含め､例えば､国と地方

自治体でどのように税収を配分するかを決定する協議機構の創設や､全国の

自治体の意思を集約する意思決定機構の創設等､今後､具体的な制度設計に

ついて詳細に検討を行っていく必要がある｡
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5 まとめ

本中間報告では､地球温暖化対策における地方の財政需要や､二酸化炭素排出

量の削減 ･抑制効果等を踏まえ､環境税は､できる限り川下段階で､地方税とし

て仕組むことが望ましいと指摘した｡

その上で､徴収コストの抑制や実現可能性等を模索しながら､二酸化炭素排出

量の削減 ･抑制のための税制案として､ ｢地方環境税｣､ ｢化石燃料別の環境

税｣及び ｢国と地方の環境共同税｣の3つの環境税案を提案した｡

｢地方環境税｣は､二酸化炭素排出量の削減 ･抑制効果が最も期待できる川下

課税であることや､全ての化石燃料を対象として､地方自治体が課税することが

大きな特徴として挙げられるが､現実に導入する場合には､徴収コストなどの問

題が発生するものと思われる｡

また､ ｢化石燃料別の環境税｣は､国税の賦課徴収システムの活用を視野に入

れた税制案であり､徴収コストを抑えっっ､事務執行の効率化を図った実現可能

性の高い税制案であるが､ ｢地方環境税｣と比較し､地方の財源が減少し､二酸

化炭素排出量の削減 ･抑制効果も低下するという面がある｡

一方､ ｢国と地方の環境共同税｣ は､現行の賦課徴収システムを活用しつつ､

地球温暖化対策における国と地方自治体の役割を踏まえた､柔軟な税源配分や都

道府県間の財政調整などを考慮した税制案であるが､導入には国のあり方を含む

様々な課題がある｡

このように3つの税制案については､それぞれのメリット､デメリットがあり.､

どの案を採用するかについては､地方自治体における財源確保の必要性や賦課徴

収体制の整備､納税者の事務負担等を踏まえた判断がなされるべきである｡
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( ⑳ は課税ポイントを表す｡)

地方環境税の概要

流 通 段 階 に お け る 課◆税 ポ イ ン ト 最終消費者課税

最上流段階 川上段階 川下段階 最下流段階 消費者課税

輸入t採掘 元売業者.一般電気事業者 特約業者.卸売業者 末端販売店 最終消責者

石 炭[都道府県税 l 輸入,採掘 都道府県税L ∴納税義琴者_I

iIrl特別徴収義務者 凍 税義務者∴

i■｢l特別徴収義務者 納税義務者∴

LPガス(自動車用燃料)l都道府県税 t 元売葉者精 製 …末端販売業者 都道府県税

ーlr

天然ガス都市ガスJ市町村税 J 元売業者精 製 至市町村税

一般ガス事業者 市町村税 烏内税義務を

特別徴収義務者

電 気t市町村税 l 電気供給者 一般電気事業者 i市町村税発 電 L[特轡 又義轡 二一納税義務者-..
Ir

r



化石燃料別の環境税案の概要
(⑳ は課税ポイントを表す｡)

さ充 通 段 階 に お け る 課 税 ポ イ ン ト 最 終 消 費者 課 税'

最上流段階 川上段階 川下段階 最下流段階 消費者 課税

輸入 .採掘 元売業者 .一般電気事業者 特約業者 .卸売業者 末端販売店 最 終 消費者

石 炭 国税 国 税㌔-'納税義務者 =. ｣ 最終消費者 I

ガソリン.-灯油l国税 l 元売業 国 税

∴納税義務者 ､ 特約業者 ･I 末端販売業者. (

最終消費者 暮
ー

軽油 .重油1都道府県税 I 元売業者精 製 特約 業者 L#道府県税 末端販売業者 >÷∴納税義務者 _.∴三

ー

LPガス(プロパンガス)_国税 元売 者 国 税 卸 売 業者

-J■納蝉義務着 て 特別徴収義務者 --1 末端販売業者 I

iI 最終消費者 I
ー

LPガス(自動車用燃料) 元売 業者精 製 末端販売業者 都道府県税

_I

r 特別徴収義務者 .納税義務者 :

l都道府県税 l 卸売業者 -JIr

天然ガス都市ガスー市町村税 J 元売業者精 製 葦市町村税

⊥般ガス事業者 市町村税 ∴納税義務者 二

特別徴収義務者

電 気l市町村税 l 電気供給者 一般電気事業者 i市町村税発 電 I特別徴収義務者 :∵納税義務者 .
ー



｢国と地方の環境共同税｣案の概要(環境省｢地球温暖化対策税｣の場合)

(⑳ は課税ポイントを表す○)
流 通 段 階 に お け る 課 税 ポ イ ン ト 最終消費者課税

最上節段階 川上段階 川下段階 最下流段階 消費者課税

輸入.採掘 元売業者.一般電気事業者 特約業者.卸売業者 末端販売店 最終消費者

-i 量韓- 看
ー

ガ ソリンI共同税I i元売業者 共同税

∴納税義務者. 特約業者 l -1 末端販売業者 I

-[ 最終消費者
r

｣ 特別徴収義務者 納税義務者



1 地球温暖化対策における車体課税の意義

○ 我が国の平成20年度温室効果ガス排出量 (確定値)によると､運輸部門は産

業部門に次ぐ排出源であり､基準年対比では8.3%増加している｡特に､自家用

乗用車からの排出量が大幅に増加 (基準年対比35.6%)している傾向にあり､

自動車が排出する二酸化炭素を削減 ･抑制する必要がある｡

○ このためには､自動車用燃料に対する課税が最も効果的であるが､自動車の

取得や保有に対する課税は､燃料課税を補完する役割を果たすことを踏まえ､

自動車の生産 ･取得 ･保有 ･走行の各段階で､規制や総合的に課税を行うこと

が望ましい｡

○ 自動車の二酸化炭素排出量は燃費等の性能と密接な関係があることから､自

動車の取得や保有の各段階において､環境性能が優れたものを選択するようイ

ンセンティブを働かせることには意義があり､一定の効果が期待できる｡

○ 特に､自動車重量税や自動車税といった保有段階での課税は､取得段階での

課税と比べ､定期的 (自動車税は毎年)に課税されるという点において自動車

ユーザーに対するメッセージは強いものがあると考えられ､そのインセンティ

ブ効果に対する期待は大きい｡

○ 一方､自動車の取得段階の課税である自動車取得税については､現在のエコ

カー減税やェコカ-購入補助金導入後の消費者の購買行動を見七も分かるとお

り､購買行動はイニシャルコストの影響を受けやすいため､環境性能が優れた

自動車-の買い換えを促進する効果や自動車メーカーの技術進歩を促進させる

効果も期待できる｡

○ 自動車の取得時幕での課税については､課税標準に環境性能を組み込んだ場

合には､自動車メーカーの技術進歩により､さらに環境性能の優れた自動車が

生産されるため､税収が先細りしていくという懸念がある｡

しかしながら､エコカー減税等の効果を踏まえ､取得時点での課税を税収目

的よりもむしろ環境性能が優れた自動車-の買い換えを促進することを主目的

とした政策税制として位置付けていくことを検討すべきである｡

なお､この減収分の確保については､環境税を含む税制全体のパッケージで

検討を行っていくべきであろう｡
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2 自動車重量税及び自動車税の現行制度

○ 自動車重量税 (国税)

･ 税 の 性 格 - 権利創設税的性格

･ 納税義務者 - 自動車の使用者

･ 課 税 客 体 - 新規検査若しくは予備検査等による自動車検査証の交付を

受ける自動車等

税 率 - 主なもの (車検有効期間1年ごと)

自家用自動車 車両重量0.5tごと

営業用自動車 車両重量0.5tごと

軽 自 動 車 一両につき

二輪 自動 車 一両につき

納 付 方 法 - 時 期 :車検時

方 法 :自動車重量税印紙納付

6,300円

2,800円

4,400円

2,500円

納税地 :車検証の交付等の事務をつかさどる運輸支局等

･ 税 収 規 模 - ll,098億円 (平成19年度決算額)

国税分 7,399億円

市町村譲与税分 3,699億円

○ 自動車税 (都道府県税)

･ 税 の 性 格 - 財産税､道路損傷負担金的性格

･ 納税義務者 - 自動車の所有者

･ 課 税 客 体 - 自動車

〔

二輪の小型自動車､軽自動車､大型特殊及び

小型特殊自動車を除く

税 率 - 主なもの

電気自動車 自家用

総排気量 1.5-､2.OL

総排気量 6.OL～

29,500円

39,500円

111,000円

納 付 方 法 - 時 期 : 5月中 (都道府県の条例で定める)

方 法 :普通徴収

納税地 :主たる定置場所在の都道府県

･ 税 収 規 模 - 17,174億円 (平成19年度決算額)
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3 自動車重量税と自動車税のあり方

○ 自動車重量税と自動車税のあり方について検討を行ったところ､以下の3案

が考えられた｡

① 現行制度を維持する案

② 自動車税を主体として統合する案

③ 自動車重量税を主体として統合する案

○ 自動車重量税と自動車税は統合すべきでないとして､以下の意見があった｡

･ 自動車重量税は､車検時にこれを納付することにより道路を走行する権利

が付与される性格を有する流通税であり､資産課税である自動車税とは切 り

離して考えるべきである｡

･ 自動車の走行による道路損傷や粉塵等大気↑の環境負荷については､車体

重量と密接な関係があり､道路補修等の社会的コス トや環境損傷に対し一定

の負担を求めることには合理性があるため､自動車重量税は維持すべきであ

る｡

･ 自動車税の課税標準に燃費等の自動車性能を組み込むことにより､保有段

階での二酸化炭素排出量の削減効果が期待できる｡

○ 自動車重量税 (国税)と自動車税 (都道府県税)の税収は合計で約2.4兆円に

上り､貴重な財源の一つとなっている (平成22年度地方財政計画ベース)｡

このうちの約8割 (1.9兆円)が地方の財源 (譲与税を含む｡)となっている

ことに留意する必要があり､自動車重量税と自動車税を統合した場合において

も､従来の税収レベルを維持すべきであり､地方財源の充実強化を図る観点か

らは地方税として仕組むべきである｡

○ 自動車税を主体として統合した場合には､徴税コス トがこれまで以上に膨ら

むなど､デメリットが大きい｡

○ こうした議論を踏まえた上で､当研究会では､自動車重量税を主体として統

合した上で､地球温暖化対策として二酸化炭素排出量を削減 ･抑制する観点か

ら､環境損傷負担金的性格を組み込むとともに､地方税として仕組む案を支持

し､その理由は以下で述べる｡

① 背景

○ 自動車重量税が一般財源化されたことに伴い､道路特定財源としての根拠を

失っていることから､改めて課税根拠を見直す必要があるとともに､いわゆる

エコカー減税の適用期間が平成23年度末に終了することも考慮し､車体課税を

見直す必要がある｡
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○ 民主党政策集INDEX2009においては､ ｢自動車重量税及び自動車税は保有

税 (地方税)に一本化｣することとされ､また､EU指令案においても､登

録税を廃止して保有税に一本化すべきであるとの提案が示されている｡

○ 現行の自動車税は､徴収コス ト等の面で課題が多く､制度の見直しを図る

必要がある｡

② 神奈川県における実務上の課題

○ 平成20年度決算現年課税ベースにおいては､税額ベースでは個人県民税を

除く県税全体の収入未済額のうち自動車税の占める割合は全体の13.2%であ

るが､件数ベースでは県税全体の収入未済件数のうちの58.9%を占めている｡

全国的に見ても､自動車税は収入未済件数のうちの71.6%を占め､徴収事務

が非効率的であり､その徴収コストは大きな課題である｡ (図表5参照)

【図表5】自動車税の収入未済状況 (H20年度決算 現年課税ベース)

調 定 件 数 収 入 未 済 件 数

合 計 ① 自動車税② 比率②/(∋ 合 計 ③ 自動車税④ 比率④/③

全国ベース 65,744,471 49,184,014 74.8% 845,508 605,068 71.6%

注1 神奈川県における個人県民税を除く県税全体の収入未済額のうち､自動車税の占める比率は 13.2%

2 東京都を除く全国ベースの収入未済件数の比率は 75.8%

○ 車検用納税証明書の再発行業務が年間約10万件にのぼり､自動車税に関す

る電話照会の約半数を占めるなど､事務負担が著しく重い｡

○ 賦課期日 (4月1日)から納税通知書発付 (5月1日)までの短期間にお

いて､大量の納税通知書 (神奈川県の平成21年度定期課税台数 :約265万台)

を作成する必要があるため､システム運用の負荷が大きく､一連の事務処理

に困難性が伴う｡ また､恵算システム等の運用費として年間約2億6千万円

もの経費が必要となっている｡

○ 証紙徴収は登録当日が申告納付期限となるが､特に自動車登録は月末に集

中する傾向にある｡ この事務処理は､全てマンパワーによる処理で､民間委

託等を実施しない限り､現行制度では大幅な改善をすることは困難である｡

L(神奈川県では､平成22年2月から一部の事務を民間業者に委託している｡)
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③ 税の簡素化と徴収コス トの削減

○ 現行の車体課税は､保有段階において､自動車重量税及び自動車税が課税

されており､.諸外国と比較し自動車に対する課税が多いため､自動車保有に

関する税を簡素化することを検討すべきである｡

○ 自動車重量税と自動車税を統合した上で､自動車重量税の賦課徴収システ

ムを活用し車検時徴収制度を導入することにより､徴収事務を効率化し､徴

収コストを削減していくことが可能であり､現行の自動車税における大きな

課題は解消される｡同時に､税が簡素化され分かりやすくなるとともに､徴

収コストを削減することにより税率の引き下げなど国民に還元できる余地が

生じるなど､納税者にとってもメ･リットは大きい｡

④ 地方税として仕組む意義

○ 地方自治体は､産業 ･家庭 ･運輸部門といった排出部門ごとに補助制度や

情報発信､省エネ家電や機器の導入促進などの施策を行っており､また､ま

ちづくりと一体化させた環境と共生する都市づくりに取組むとともに､渋滞

緩和のための道路整備､森林等の整備保全など､地域に密着した幅広い地球

温暖化対策を展開している｡

○ 地方自治体の地球温暖化対策を着実に推進するためには､財政需要に見合

った財源が確保されなければならない｡特に道路については渋滞緩和だけで

はなぐ､自動車が走行することによる道路損傷や摩耗が発生するため､維持

管理に要する費用に見合った財源を確保する必要がある｡ また､自動車の走

行によって発生する粉塵などの大気汚染等についても､その社会的費用負担

を求めていく必要がある｡

○ こうした施策や道路の維持管理に対する社会的コストについて､地域の自

動車の使用者に負担を求めることは合理性がある｡また､自動車重量税及び

自動車税は､税源の偏在性が少なく､応益課税であるなど､地方税としてふ

さわしいと考えられる｡

○ 現在､地方自治体では､超過課税制度等を活用し､自ら財源を確保した上

で､独自の環境施策を推進する動きが広まっている｡こうしたことを踏まえ､

車体課税を地方税として仕組み､併せて､超過課税の規定を設けることによ

り､地方臼､治体が独自の施策を推進していく上で､政策的に有効なオプショ

ンとして活用することができることも考慮すべきである｡
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4 自動車重量税を主体として統合する案

○ 税の性格 (課税の根拠)

･ 二酸化炭素排出源の大きな部分を占める自動車に対し､環境損傷負担金的

な性格 (自動車性能 (gco2/kmなど))を組込み､二酸化炭素排出量の削減 ･

抑制を図るとともに⊥定の税負担を求める (環境損傷負担金的性格)0

･ 自動車の走行による道路損傷や粉塵など大気-の環境負荷については､車

両重量と密接な関係があり､こうした道路損傷及び環境負荷に対し一定の負

担を求めていく (道路損傷等負担金的性格)0

･ 課税標準に環境損傷負担金的性格を組込むことにより､メーカーの技術進

歩により将来的に税収が先細りすることが想定されるため､一定期間ごとに

税率の見直しを行う梓か､車両重量及び排気量を課税標準に組み込み安定し

た税収確保を図る (税収目的)0

○ 課税客体など (現行の自動車重量税を継承)

･ 課税物件

自動車

｢警

自動車税の課税客体である自動車及び道路運送車両法第3

大型特殊自動車を除く

納税義務者

自動車の使用者 (自動車検査証に使用者として記載されている者)

課税団体

主たる定置場が所在する都道府県

賦課徴収

一車検時における自動車検査証の交付時において､申告納付｡

(証紙にて納付｡継続検査等による自動車検査証の返付を含む｡)

○ 課税標準

自動車の重量､排気量及び環境性能 (gco2/kmなど)を組込むこととするが､

自動車メーカーの技術進歩により､環境性能割については痔来的に税収が先細

りしていくことが想定されるため､一定期間ごとに税率を見直していく｡

○ メリット

･ 環境損傷負担金的性格を組み込むことにより､二酸化炭素排出量削演-の

インセンティブを与えることができる｡
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･ 課税標準に車両の重量や排気量を組み込んだ場合には､重量割及び排気量

割については､安定した税収確保が可能｡

･ 現行の自動車税は賦課徴収事務における徴収コストが問題となっているが､

自動車重量税の賦課徴収システムを活用することにより､大幅なコストダウ

ン (人員削減 ･事務量の軽減)を図ることができる｡

･ 大幅なコストダウンにより､税率の軽減も検討する余地がある｡

【参考】車検時徴収制度の導入 (案)

区 分 改 正 案 現 行

徴収の方法 申告納付 普通徴収新規登録又は変更登録に

(証紙による納付) あつては､登録時に証紙等により納付

賦課期日 新規登録を申請する日及び継続検査を受ける日など 毎年4月1日

徴収の時期 同 上 普通徴収は5月〔謁 等慧警規登録等を〕

5 今後の検討課題

○ 自動車重量税と自動車税を統合した上で､環境損傷負担金的性格を組み込ん

だ趣旨を考慮し､バスなどの大量輸送機関については軽減税率を適用すべきで

ある｡また､これ以外の車両についても､産業政策的な見地から税負担を調整

するなど､検討の余地はある｡

○ 自動車重量税と自動車税を統合した上で､車検時徴収制度を導入することに-
より､自家用車を保有する大部分の納税義務者は2- 3年分の税を一度に納め

ることとなり､痛税感が生じることとなるため､これを緩和する観点からの検

討が必要である｡

○ 車検は､任意の運輸支局で受けることが可能であるため､課税権を有する都

道府県と実際に納付される都道府県が異なるケースが想定される｡こうした場

合には､都道府県間で何らかの清算システムを構築することや各県税事務所等

において､全ての都道府県の証紙を備え付けるなどの対応が考えられるが､今

後､更なる検討が必要である｡
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～ 終わりに ～

○ 全世界共通の課題である地球温暖化対策に向けて､我が国は､あらゆる手法を駆

使して､温室効果ガスの排出削減 ･抑制に取り組んでいかなければならない｡

中でも経済的手法といわれる排出量取引制度と環境税に期待される役割は非常に

大きく､早急に両者の制度設計を行うとともに導入に向けた取組みを加速させてい

かなければならない｡

○ かくして当研究会は､平成20年度に提言した ｢低炭素社会の実現に貢献する神奈

川県独自の税制に関する検討結果報告書｣ を基礎′としながら､全国一律の地方税と

しての環境税のあり方や自動車関係税制について研究を進めた｡

〇 本中間報告は､研究の現時点での総括であり､環境税としての3つの案､並びに

自動車関連税制のあり方を､国や他の地方自治体に先駆けて提言した｡

○ 今後､国においても検討が進められ提案などもなされると思われるが､検討の内

容が本中間報告よりも後退したり､あるいは環境税制の実施に向けた歩みを止める

ような姿勢がみられる状況になれば､本県が一歩前に出ることを､当研究会は強く

提言するものである｡そのためにも当研究会は､本中間報告にて行った提言を再考

し､さらに研究を深めていくつもりである｡

○ 今後のさらなる研究に際しては､各都道府県や政令指定都市をはじめとする地方

自治体との協議と協力､連携と連帯を深めてゆきたいと強く念願している｡当研究

会だけの検討では､多様な地域の状況を把握しきれていないのではないか､他の地

方自治体の状況を知れば､さらに良いアイデアも出てくるのではないかとも考えて

いる｡他の地方自治体とともに力を合わせながら知恵を絞って､地方全体にとって

よりよい税制案を構築していきたいと考えているので､是非とも忌怪のないご批判､

ご意見をお寄せいただければ幸いである｡
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自動車税の収入未済状況 J[r+JIIJalI～l■■■ ■JL■■JPItlrIJ暮IAl暮暮Jl■ Jlr+)IIItI■J■■■*41■■ Jl*tlll■t ILJr+++It/ノ｢



第3章 各主要課題の改革の方向性

7.個別間接税

(3)暫定税率､地球温暖化対策のための税等

② 地球温暖化対策のための税

外国において､エネノ}ギー課税や眉動車関連税制などを含む､環境税制の

見直し･｣強化が進んできています｡

我が国における環境関連税制による税収の対dDP比は､欧州諸国に比

べれば低いといえますが､今後､地球温暖化対策の取組を進める上で､◆塑

球温暖化対策のための税について､今回､当分の間として措置される税率

の見直･Lを含め､平成23年度実施に向けて成案を得るべく更に検討を進め

ます｡

③ 車体課税

自動車関連諸税においてはかねてより簡素化､負担の軽減､グリーン化

が強く求められてきました｡

平成22年度においては､自動車重量税について､現行の10年間の暫定税

率を廃止した上で､地球温暖化対策の観点から､当分の間､1次世代自動車

(電気自動車､了､イブリッド自動車等)には本則税率を適用するとともに､

次世代自動車と比べて､単位重量あたりのCO2排出量が多いガソリン車

等については､本則税率の2倍 (自家用乗用車の場合)の税率を設定する

などの措置を講じる~こととします｡

また､いわゆる ｢エコカー減税｣ (24年4月末まで).については､制度

の仕組みを維持します｡

以上の措置により､自動車重量税.のグ リーン化を行いながら､暫定税率

による上乗せ分の国分の約2分の1に相当する規模の税負担の軽減を困る

こととします｡

自動車取得税については､現行の10年間の暫定税率を廃止した上で､地 ･

球温暖化対策の観点から､当分の間､現在の税率水準を維持することとし

ます｡また､いわゆる ｢エコカー減税｣ (24年3月末享で)については､.

制度の仕組みを維持します｡

ー1-



④ 堆方環境税の検討

喫緊の課題である地球温暖化対顔を推進するためには､地域において主

体的な取組を進め､地球環境に貢献することが求められています｡

C02の排出を抑制するためには､地方税においても.､すでに軽油等に

課税していることを踏まえ､燃料や自動車に対して､環境-の負荷に応じ

た措置を行 うことが必要です｡

また､地方公共団体は､地球温暖化対策について様々な分野で多くの事

業を買施しています｡このような地方の役割を踏まえ､塑墾週暖イヒ対策の

ための税を検討する場合には､地方の財源を確保する仕組みが不可欠です｡

第4章 平成22年度税制改正

ll.検討事項

〔国税 ･地方税共通〕

(2)地球温暖化対策のため甲__税については､今回､当分の問と__して措置され

る凝率の見直しも含め､平成23年度実施に向けた成案を宿るづ く､更L=_襖

裂を進めますO___

車体課税につし1ては､キヨカニ逓税の期限到来時までに､__些球温暖化対

策の観点や国盈逆塑方の財政の状況も跨まえっ?_,今回､当分の風と上三

適用される税率g?取扱いを含め､簡素化､グリー㌢化､負担の軽減等を行

う方向で抜本的な見直しを検討します｡__

これらを法律において規定することとします｡
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輸入者､採取者の段階で課税(石油石炭税の納税システムを活用)
②ガソリンについては､①に加えて､ガソリン製造者等の段階で課税(揮発油税の納税システムを活用)

① (輸入者.採敬者)

●.原油､石油製品 2′780円/kt
･ガス状炭化水素 2′870円/t
･石炭 2′740円/t
②(ガソリン製造者等)

血ガソリン 17,320円/kl

1-÷相称.こ.;…
【軽減措置】

(1′064円/二酸化炭素トン･.3,900円/炭素トン)
(1′064円/土酸化炭素トン､ー3,900円/炭素トン)

(1′174円/二酸化炭素トン､4′303円/炭素トン)

(7′467円/二酸化炭素トン､27,380円/炭素トン)

○総額約2.0兆円-
(D全化石燃料への課税1.0兆円強
(うち石炭の税率の天然ガスとの均衡化0.03兆円)

②ガソリンへの上乗せ課税1.0兆円弱

○以下については､免税とする｡
事製品原料としての化石燃料(ナフサ)

･鉄鋼製造用の石炭･コークス

･セメントの製造に使用する石炭

書農林漁業用A重油

○その他､国際競争力強化等の観点からの特定産業分野への配慮や低所得者等-の配郵 こついては､使途となる
歳出.減税で対応

【実施時期等】 ○平成22年4月より実施｡
/ ○次年度以降､国内排出量取引制度が導入される際には､各国の例も参考に､排出量取引の対象となる事業者の

負担の軽減措置を検討する｡

【使途】 O｢チャレンジ25｣実現に向けた政策パッケージに盛り込まれる地球温暖化対策の帯出.･減税に優先的に充てること
とするが､特定財源とはしない｡ ⊂

○その他
･軽油についての個別の課税については､税制調査会において別途ガソリンに準じて検討が必要｡
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地霜環◆境挽 く仮称).●の骨子◆.(素案)-

.項 目.I ●ヽ● ' '内 容

1.課税主体 都道府県 ヤ
･ー※温暖化効果ガスの削減のイシセソティブとするために笹､環境負荷が発生する消費段階での課税が効界的

2.課税客体 元売.業者女は特約業者からの揮発油及び軽油の引取りで､当該揮発油及び軽油の納入を伴うもq)...
'※ ｢地球温暖化対策税十の議筒とあわせ適 方税.tして電気.ガス税を課していた経緯も踏まえ､課税客体ゐ拡大を検討

3二納税義務者 元売轟者又は特約業者から.現実の納入を塵う揮発油及び軽油の引取りを行なう者

4.-課税標準 .揮廃油及び軽油の数量 (｢消費 (廠売汀 量)了

5,税率l6-...そ◆の他 揮発.油筆に含まれる F.炭素量｣~に応じt=税率とするととが考えられる :⇒ 揮簸油 1:軽油 1.13

捌 又規模を細8∴100億円と.-Lた癌合 予 ...揮発油 9｣3円/且､軽油 10.声門/皮- .
揮発油税+地方揮発油税(国税) 軽油引取税(地方税)

･現行税率 513.8再/皮 -32.1円/皮
うち 本則税率 J28..7円/A -15.0円/A.
∴うち.暫定税率 ◆ 251.円/B. ′17..1円/A

瞳 則税率ナ坤方環境税 .3.8.0円/旦 25.5再/皮 畳

●(1)草通税とする ヽ

(2L)自動串重量譲与税等の暫定鍵率分は､都道由県から市町村- 噛 東正金｣ を交付する

(3).その他の恵題 一

p現車0?軽坤等の免税制度q)取扱い

月◆施行期日 凄 .

政府税制調査会資料



_製 油所

元 売 業 者
(全 国規 痕 の 大 手 業者 )

｢

課税済 課税済

特 約 業 者
(ガソリンスタンドなど)

課税済

直営スタンド

石 油 製 品 販 売 業 者
(′J､規 模 販 売 店 など)

需 要 家 (自動 車 保 有 者 )

E地方環境税(仮称)ヨ

製油所

暮■■JIJIJlIIb暮暮JL暮JIJLJLJIIIP■PABJlJL41

(特別徴収義務者)

元 売 業 者
(全 匡l規 模 の大手 業者 )

非課税

特 約 業 者
(ガソリンスタンドなど)

◆●●■日日日日 ■■tt■■■■■■●■■●●■■■■■d■17■+q■■■A■JJIJ■■JL
直営スタンド

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●●●

｢｢■■Pt■■■■●◆●◆

石 油 製 品販 売 業者
(小規模 販 売 店など)

課税済

需 要 家.(自動 車 保 有 者 )

○温暖化効果ガスの削減のインセンティブとするためには､環境負荷が発生する消費段階での課税が効果的｡

○揮発油の流通経路は軽油と同様であり､元売巧寺約業者も重複することから､同様の仕組みによる課税が可能.

※都道府県において､｢軽油流通情報管理システム(全国の流通量を集約)｣の活用により､申告内容の適否を審査することが可能｡



神奈川県独自の炭素税案

区_分 ･案の1 案の2

名 ､称 かながわ地球環境税 (仮称) ′

概 '要 化石燃料からの二酸化炭素の排出に対し 化石燃料から.の二酸化炭素の排出に対し

て､排出量に応じて網羅的に新税を課税∫ て､排出量に応じて網羅的に新税を課税(自動車燃料用のガソリン .廃油 .LPガス及びジ主ツト燃料を除くo)

課税客体 1 ガソリン㌧.軽油 .LPガ不 (自動車 1 灯油 C] ー

課税方法 .I I税 率′.税収等 燃料用)､灯油..～ 課税客体 :県内における購入等.

魂税客体､:県内における購入等･課税方法 :販売業者による特別徴収等2.電気､都市ガス､ ｢碍税方法 :販売業者による特別徴収等2 電気∴都市ガス､

LPガス (自動車燃料以外) LPガス (自動車燃料以外)

課税客体 :県内における使用 課税客体 :県内における使用∫

課税方法 :電気 こガス事業者等による 課税方法 :.電気 .ガス事業者等kよる

特別徴収3 重油､石炭､.天然ガえ､ジエツ下燃 特別徴収..3 重油､石炭｣天然ガス､

料1､ガソリン..軽油 (自動車燃料以外)- ガソリーシ.軽油 (耳動車燃料用以外)

課税客体.:県内におけーる-使用等 課税客体 :●県内における使用等 .

(軍の特別徴収義轟音が発電 ..都市ガ (2の特別徴収義務者が発電 ..都南ガ

･ス製造に使用等した場合は除く) ス製造た使用等した場合は除く)

課税方法 ‥二定規嘩以上の使用等をす 課税方蔭 :一定規模以上の使用等をす

る事業者一による申告納付･.概ね1,600円～2,400円/炭素 トン･.1の灯油については税率を2分の1とす る事業者による申告納付る

ガソ.リシ.1.01- 1.苧2円/1､灯油0.54- 0.8.1円/1､軽油1.14L.i.71円/1､

C重油1.30- 1.95円/1､廓市ガス0.91- 1.-36円/m3､LPガス2..72-4二07円/h3､

電気0.24⊥ 0.36円/kwh､石炭1.65′圭 .58円/kgなど. ,･税収額 .2'20-340億円/午 .税収額..169-250億円/午r

(概算)..基礎控除､ /･家計の負且 1,500-2.,200円/午 .家計の負担 ●1,000'.-1,600円/年･基礎控除療 主電気120kwh/月､都市ガス10m3/月､:'LPガス3m3/月 I平均使用量の半分は負担しないも.Dとして設定した場合の額lト･電寒､都市ガス､LPガス (自動車燃料以外)については基礎控除制度を殻けるo

｢低炭素社会の実現に貢献する神奈川県独自の税制に

関する検討結果報告書｣(平成21年3月)く抜粋)
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く≡∋･は石油石炭税の課税対象となる輸入石油製品-a

白..動 ■車 用
工 業 用

自◆動･車 取
工 業 用

航空機鹿料

工 業 用

'4?.い.I.+'
i1.●‡;;●.'l一':●/'-i..';

(揮発油税及び埠方揮発油税は特定用途免税あり◆)~~~~ヰ

航空嘘燃料税

(揮発油税及び地方揮発油税は石化免税)

燃 料 用 (揮発油坤及び地方揮発油税は灯油免税)

工 業 用.(揮発油税及び地方揮発油税は灯油免税)

燃 料'･用
発 ･電 用

各種潤･滑油

道路舗.装用

工 業､ 用▲

用車動自

用
用
用

用

ス

業
ガ
料

電

市
三
部
燃

発

用
用

･用

料
業

層

燃

工

発

::.電源開発促進税:;'･:･f.否･375円'/･:1･.･;000叩 h.::.'･:

石油ガス税∴~-9.800円/ke-
(アンモニア等製造用輸入LPGは石油石炭税が免税)

開発促進税

(鉄鋼､セメント等製造用輸入石炭は石油石炭税が免税)ヰ

醜発短進級;
++
:･375円
●-●●◆●●●●◆●●
拙O8.9頭注

を

食
む

)

※1輸入石化用ナフサ等は石油石炭税が免税､国産石化用ナフサ等は石油石炭税が還付
※2.輸入農林漁業用A重油は石油石炭税が免税､周産農林漁業用A重油笹石油石炭現わ†還付
※3'国産石油アスファルトは石油石炭税が還付



化石燃料に係る課税段階と賦課徴収ンステム (概要)

摘ー 要.浩損:g:.:::…………●親裁二…:.…‥三… ●.i.…‥…黒:…子…二.FP.p'……'.::='.::.…‥描嵩…冊:i.:::':.:.':.…藩;'持州蛭常紬満船 ::‥::.'..:::.:‥::‥W.:::::.I:.::::'.'::‥::…‥:‥ニ‥:.-.. ::……:汁…:≡.:ー….≡.:.:-:i;::…‥…照揖:.…LA'‥....:悲.:..±………T:,:ー…て:.5:-…推服て…●.‥

石 油石読税 原 【課税対象】･原油､石炭こ輸入石油製品､ガス状炭化水素【課税段階】･輸入(又は採掘)【納税義務者等】暮輸入者(又は採掘者)が申告納付

石油 ~ (元油 , 精売r製石 製業晶炭 ∵ 者

■

揮発油税 妻≡ +≡ , ≡ ≡ 【課税対象】･原油､石炭､輸入石油製品､ガス状炭化水素【課税段階】･製造所からの移出【納税義務者等】

者 A-元売業者が申告納付

′軽 油引取税 ∫ 【課税対象】･軽油【課税段階】

∈ヨ ･元売業者又は特約業者からの引取り【納税義務者等】..元売業者又は特約業者から軽油の引取りを行う考-(元売業者又は特約業者が申告納入)-

税制企画課作成資料



(単位 :健 円)

LiO-

国由地方の自動車関係藷税の内訳

{+:税目･税一.率
I
21
.
年度.本則税率舶一意
壷
上襲せ分
壷

_

甲

揮廃油税(
暫定税率)48.
6円/A
{本則税率)̀24.3
円/也-26,
2
.
8013
,.
14013,
.
掴0●

石油ガえ税(本則税率)17
.
5内/kg
.1
如130-

自動車重畳嘩
∫

<自家用乗用>
(暫定税率)6
,
300円′D.
畠t年
(本則税率)2,
50
.
0円′0.
5
.
t年
声
.
4'6
.
02湖9凱61-/
_
◆1

l'

丁̀由
′32
,
8調･牛6
℡M9領6
,
冒5
.
領

也
方

(;

地方揮発油譲与税ー
<地方揮轟油税>
(暫定税率).5.
2円′b
(本則輯率)4
.
4内′b･2'i8.
1.2一､
2
,
3794
.
33

石油ガス譲与税
<石油ガス税>~
く本則税率)17.
5円′kg133_
133
,
-

自動車重量譲阜税
(

<自動車濃度税b.自家用衰用>
(暫定税率)'6
,
300円/0.5t
年

(本則税率◆)
_
2
.,
580円′0｣5t年-
3
,
ョpo1
,
'那5.1℡
8舶

自動車取得税
.
(暫定税率)自家用は取得嘩額の5%

(本則税率)
.
喝得価額の3%2,
'
.
533守
,
69-88声5
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1).平成21年度以降､
連絡特恵財源は丁
般財源化されるため､.
上記の税

率ぴ旭与掛ま準路特定財源ではない.oL(注等)地方揮発油譲与税に畔∴地方道路譲与税を含む.
･
(注3)計数は
､
平成21-年庶事昇1地方財政計画
_
A-ス
_
であり
.､
整理の結果

､異動を生ずることがあ●るこ._i:,.,/.′r ′′′′′′′′l′′〆↑■

了



石炭の流通フロー(想定)

l
__▲
__▲
i

不 明

積揚港

販売業者

(事業者数不明)

石炭店

ガソリンスタンド

など

主要な大口需要家

電力会社

(16社)

ガス会社

(4社)

鉄鋼会社

(7社)

製鉄化学会社

(2社)

コークス会社 セメント会社

(3社) (20社)

神Lパルプ会社 繊維･化学会社

(13社)十 (14社)

一般消費者

(把握困難)

暖ちゆう房

その他

石炭が需要家の手元に到着する
までは､採壊された原炭が選炭工
程を経て製品炭となり､内陸輸送
(山元から積地まで)､外航輸送

(産炭国から消費国まで)及び内
航 ･内陸輸送 (中継基地から消費
者まで)を経て需要家 (工場)に
納入される過程を経る｡

小口の消費者に対しては､石炭
店やガソリンスタンドで販売して
い.るケースが確認されているが､
これらの仕入れルートについては
不明｡

10,000kg未満の石炭は､消防法
における許可が義轟付けられてい
ない｡

2001年度現在

石炭の帝人業者は8.社
国内石炭会社は13社

｢コールノート2003年版｣を参考に作成



ガソリンの流通フロー(想定)

I
一
2
1

元売業者
元売業者とは､ガソリンを
製造することを業とする者､
ガソリンを輸入することを業
とする者等を示す｡

特約業者
元売業者との間に締結され.
た販売契約に基づいて当該元
売業者かち継続的にガソリン
の供給を受け､これを販売す
ることを業とする者を示す｡

元売業者のうちこ輸入元売
は石油備蓄確保法に基づく登
録輸入業者数を記載した｡

ガソリンでは､元売カー ドを

はじめとする系列下努力が顧
客にまで及び､系列外取引は
希である｡

ガソリンを取扱 う販売業者
は､約45,000者

総合エネルギー統計(平成14年度版)､石油資料(平成15年版)､｢石油流通システム｣を参考に作成



灯油の流通プロ-(想定)

元売業者

製造元 売

17社

販売元売

10社

輸入元売

7社

I
1
3
1

特約業者

ホームセンター

･全国農業協同
組合連合会
･特約業者

米穀店､酒屋､雑貨店

ホームセンター

販売業者

(ガソリンスタンドなど)

その他
t凡､､′
I又′

産業部門

最終消費者

元売業者
元売業者とは､灯油を製造する
ことを業とする者､灯油を輸入す
ることを業とする者等を示す｡

特約業者
元売業者との間に締結された販
売契約に基づいて当該元売業者か
ら継続的に灯油の供給を受け･､こ
れを販売することを業とする者を
示す｡

元売業者は､軽油の元売筆者と
同数とした｡

販売業者が､米穀店 ･酒屋 ･雑

貨店 ･ホ∵ムセンターなど多岐に
わたり､実態把握は困難｡

これまでD.統計上､元売出荷数
量と販売数量が一致-していない｡
新規参入者による輸入灯油がその
因と思われる｡ ′
ガソリン･軽油 ･重油 ■ヽr>つこ一lhytは､統計上､元売供給数量と
売数量は一致している｡

ヽ
司

.ノ

総合エネルギー統計(平成 14年度版)､石油資料(平成15◆年版)､｢石油流通システム｣(文量堂)を参考に作成



軽油の流通プロ⊥(想定)

自動車
用燃料

非自動 車

用燃料

元売業者
元売業者とは､軽油を製造
することを業とする者､軽油
を輸入することを業とする者
等を示す｡

特約業者
元売業者との間に締結され
た販売契約に基づいて当該元
売業者から継続的に軽油の供
給を受け､これを販売するこ
とを業とする者を示す｡

石油製品のうち中間3品
(灯油 ･軽油 ･重油)につい
ては､ブランド化が進んでい
ないため､系列外取引が多く
行われている｡

特約業者が販売業者から仕
入れるケースもあり､流通経
路は複雑化している｡

元売業者は34者
,特約業者は約24,000者◆
販売業者は約45,000者

税制企画課作成



重油の流通プロ｢(想定)

1
1
5
-

元売業者
元売業者とは､重油を製造
することを業とする者､重油
を輸入することを業とする者
等を示す｡

特約業者
元売業者との間に締結され
た販売契約に基づいて当該元
売業者から継続的に重油の供
給を受け､これを販売するこ
とを業とする者を示す｡

重油を取扱う特約業者
売業者は軽油と比べ1-

販
割
｡
2

程度であると想定されるが､
実際の業者数は把握していな
い｡

重油の使用者は､大口需要
家 ･一般消費者 (小口の消費
者)●ともほぼ固定している｡

総合エネルギー統計(平成14年度版)､石油資料(平成15年版)､｢石油流通システム｣(文真堂)を参考に作成



LPガスの流通フロー(想定)

ー
1

6-

LPガスについては､かつてのガス税
においては課税客体の把握が困難であっ
たため､課税対象外であった｡

(備考)
ガス税について ｢ガス事業者｣とは､ガス
事業法3条にの規定による許可を受けて､一
般の需要に応じ､導管によりガスを供給する
事業を営む者をいう｡

したがって､ (略)プロパンガスは､ガス
税の課税客体とされていない｡
このように､プロパンガスをガス税の課税
客体から除外しているのは､これを販売する
業者が一般に零細で課税技術上もその捕捉が
困難であること､プロパンガス使用世帯のガ
ス使用量は都市ガスの場合に比べて一般的に
少なく､免税点以下になる場合が多いと考え
られること等の理由によるものである｡

｢地方税一各論Ⅱ-現代地方自治全集⑳｣
前川尚美､杉原正純著 (秩)ぎょうせい
から抜粋

｢これでわかるLPガスの話し｣谷村巌著

石油資料(平成15年版)､｢これでわかるLPガスの話し｣(合同出版株式会社)を参考に作成



天然ガスの流通フロー(想定)

=
i
k
i1

元売業者の数は∴(社)日本ガス協会
の組合員数による｡

(備考)
ガス税の概要(平成元年3月31日廃
止)
【課税団体】
ガスの使用地所在の市町村
【課税客体】
~ガス事業者から供給を受けるガス
及びガス事業者が自ら使用するガス
【納税義務者】
ガスの使用者◆
【非課税措置】
①発電用ガス及びガス製造用ガス
②教育学術研究用ガス
③社会福祉施設用ガス
④原子力研究用ガス
【課税標準】
ガスの料金
【税率 (平成元年 3月31日時点)】
一定税率 (ガス料金の2%)
【免税点】
1月のガス料金が12,000円以下
⊥【徴収方法】
特別徴収による
(自己消費の場合等は､普通徴収)

ガス事業者
一般の需要に応じ､導管により
ガスを供給する事業を営む者

総合エネルギー統計(平成14年度版)､ガス事業便覧(平成14年版)､ガス年鑑(2003年版)を参考に作成



電気の流通フロー(想定)

電気供給者

･卸電気事業者等

･特定規模電気事業者

1
1

81

■■1■~ll■l■■■■■■■■■-一■■■--

電気税の

自家発電

(自家発電所)
余剰電力を売電

一般電気事業者

(約10者)

(l
l

特定電気事業者 L

特定規模需要家特定規模需要家

電気税の概要 (平成元年 3月31日廃止)

【課税団体】
電気の使用地所在の市町村
【課税客体】
電気事業者から供給を受ける電気
及び電気事業者が自ら使用する電気など
【納税義務者】
電気の使用者
【非課税措置】
①産業用電気 (昭和5台年現在 91品目)
(重要基幹産業であり､コス トに占める電気料
金の割合が高い産業)A
②発電用電気
③公衆街路灯照明用電気
④農業用電気
など
【課税標準】
電気の料金
【税率 (平成元年 3月31日時点)】
一定税率 (電気料金の50/.)
(用途による特例税率 (2%)あり)
【免税点】
1月の電気料金が3,600円以下
【徴収方法】
特別徴収による
(自己消費の場合等は､普通徴収)

一般電気事業等
一般電気事業は､一般の需要 (不特定多数)に
対して電気の供給を行う事業をいい､一般電気
事業を行う事業者を一般電気事業者という｡

総合エネルギー統計(平成14年度版)を参考に作成



都道府県別石油製品販売数量(2007年度)

(単位 :kl)

山 形

千

(単位 :kI) (単位 :kt)

注 偏在度は､燃料油の販売数量が平均値に近い県を100とした場合の各都道府県の販売数量を表す;

-19-

(単位 :kl)

出所:石油連盟資料より作成



最大
格差

2'.8雇

膏払海王達.て 2,482,665 ー441.1
t青 儀～ 625,30▲1 ～-435.-2
岩 .≠ ◆623,254 450.0ー
宮 城一1,252,619.:530.7
釈 . 冒 516,186 450.6
山 形 552,540 454.3.
宿 .島 993,746 475..2

1,774,539 596.5

栃 木 1,225,814 ●607.9

群 馬 1;270,154 627.5､

埼 玉 2,862,484 405..8
+ . .'# 2,639,950 ･435.9

東 京 7,265,336 577.7

神 奈 川 3,281,616 畠73.3

.節 .. 泡 1,297,043 533▲4

富 山 ･547,572 492..5.
石 .◆川 6ー83138 581,.9

宿 . 井 411,853 50●1.3
山 l梨 ･■463,810 524.4

長 野 1;163316 529.'7

l岐 阜 1,028832 488.2
静 ...陶 ′1,834,061..483.6'-
愛. 知 ･4,080,969 562.5
'.-†.-I.ヽ-. 1617167 一.-

滋 賀 712,248 516.0
一言;.Lj二一;:--:i.I-'ミ::";､.∴点:詰鮮 -829,503.準 字…:.:;3'_'13':;3'f''
大 阪 3,743.695 424.6

女 鹿 2,1502.79 384.6
●̀.'..i:.:i-:-.-…●!;;ぐ.'-'-'.. 497,208.349.8
和 歌 山 36◆2,509 349.9

鳥. .敬 294,637 485.4
島 根 336,946'454.0
･岡 ..山 997,930 509.9

広 島 1,420,458 493.8.

山 口十781250 523.'4
徳 島 370,552 457.5-
香 川 -606,649 ノ 599.2

愛 媛 550,121 ･374.8

高 .:'知 ●302,779 .38d.2

福 岡 2,401,369 475.5

鹿 , 賀◆ 377,192 135.4

長 崎 601,て207 406..6

熊′ 本. 746,226 405.1
大.. 分 605,2i3.500.4
宮 崎 554,332 480.8

鹿 児 島 900,856 513.8

沖 縄 648,q52 476.0

合 計t61,285.,176
炭素排出係数 0.0183

発熱量 ● 34:6

､(単位 :キ刑ットル)

注 偏在度埠､燃料油の販売数量が平均値 に 近 い県を 1POとした場合 の各都道府県の販売 数量を表す｡
I
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｢環境自動車税｣と自動車重量税暮自動車税

_環境自動車税 自動車重量税.◆(国税) . 自動車税 (都道府県税)

納税義務者 自動車の使用者 自動車の所有者

〔諾 i'冨去霊宝芸星雲芸警害悪芸至芸言語 芸…が所有権を留保 し ている場合は､

に広 く対応する地方の｢般財源 とし 査証の交付又 は継続検査､臨時検査､分解整 二輪の小型 自動車､ 軽 自 動 車､大型特I

綾査証の返付を受ける自動車

② 車両番号の指定を受.ける軽 自動車

課 税 標 準 自動車の種別､重量ごとに設定 自動車の種別､排気量等ごと.に設定

税 率納 付 方 津税収規模等沿 革 主なもの (車検有効期間 1年ごと) 主なもの

量と税額が連動する仕組みを導入 ･自家用自動車 車両重量0.5tごと 6,300円 ..電気自動車 自家用 :29.,500円

･環境自動車税のィ.メ-ジ.環境損傷負担金的性格L(co2排出量を勘案した税率)辛財産税的性格(財産的価値を勘案し●た税率)I.迄.垂三三三香寺 栄 二'魂 ;:※:{… .;_≡:_堅-◇∴課税の根拠 (趣旨)･ー◇ .鞄方税 として仕組む意義◇ 準税率轟者 (雇用者か､所有者か)◇p.琴税標準のあり方◇..賦疎徴収方準 - I ･営業用自動車 車両重量0.5tごと 2,800円 .総排気量 1.5-2.OL :39,500円

･軽自動車 一両につき -4,400円 . 〝 6.OItyL～ :11上000円

･二輪自動車 一両につき 2,500円

※二輪自動車を除き-､本則税率2,500円 ※̀ 制限税率 :標準税率の1.5倍

二輪自動車は､ 本則税率1,500円

毎 期 :車検時 時期 :5月中

方 法 :自動車重量税印紙納付 (都道府県の条例で定める)

柄税地 :ゝ車検証の交付等の事務をつかさどる運 方法 :.普通徴収

I. ,輸支局等 -

ll,098.fJ5円 (平成19年度決算額) 17,174億円 (平成1'9年度決算額)

(うち国税分 7,.399億円､譲与税分 3,699億円)

割合 :2/3は国､ー1/3は市町村-譲与 ＼-

路財源め必要性から創設 昭和33年 -課税客体から軽ー自動車を除外



自動車税の収入未済状況(H20年度決算 現年課税ベース)

団体名 商 定 件 .数 収入未済件数 ､
合 計 ① 自動車税 ② 比率②/① 合 計 ③ 自動車税 ④ 比率④/③ 摘 要

北海道 3,082,600 2,465,194 80.0% 5.1,008 40,371 79.1%ー
青森県 709,949 559,185 78..80/o 6,084 4,924 80.90/.
岩手県 713,134 566,144 79.4% 5,300 3,889 73.4%

宮城県 1,326,539 1,004,561 75.,70/. 15,386 ll,458 竺 .5%2,803 71.7%秋田県 593,824 464,008 78.1% 3,907

山形県 ー~672,863 525,178 78.1% 4,936 3,807 77.1%5,563 ●74.5%福島県 1,185,150 938,759 79.20/. 7,472

茨城県 1,933,360 1,573,103 81.4% 33,078 27,825 84.-10/.

栃木県 1,391,186 1,101,008 79.1% 13,646 10,691 78.3%10,147 84.9%群馬県 1,387,355 1,098,008 79.1% ll,946

埼玉県● 3,493,528 2,708,194 77.5% 43,998 31,538 71L7%-36,622 78.80/.千葉県 2,765,217 2,147,359 77.7% 46,454

東京都 5,738,210 3,359,413 58.5% 82,487二 26∴803 32.5%I:.二.:-i:.I.::
..〟 ,∴ .-王;;:i.:こ珊:

新潟県 1,358,929 1.,046,278 77.0% 2,721 1,532

山梨県 499,325 374,874 75.1% 8,359 5,934

富山県 724,525 548,330 75.7% 7,247 5,522 照-照教

福井県 ･574,425 439,718 76.5% 4,826 3,621

岐阜県 1,364,769 1,056,242 77.4% 16,521 1.2,824 7-7.6%
ー静岡県 2,336,491 1,777,128 76.1% 32,590 24,262 74.4%

愛知県 4,621,333 3,560,134 77.0% 51,602 38,922 75.4%
三重県◆ 1,185,828 865,.492 73.0% 9,620 7,506 78.0%

滋賀県 741,990 564,285 76.1% 7,903 _ー5,809 73.5%
京都府 1,138,121 835,130 73.4% 15,745 ll,561 73.4%

大阪府 3,622,254 2,550,697 70.40/. 82,742 61,355 74.2%
兵庫県 2,476,415 1,885,657 76.1% 43,426 32,551 ●75.0%
奈良県 646,634 507,980 78∴6% 10,385 8,~844 85.2%

和歌山県 498,595 371,660 .74.5% 5,815 4,659 80.1%
鳥取県 309,504 226,355 73.1% 1,180 985 83.5%
島根県 ~370,441 270,863 73.1% 2,079 1,565 75.3%
岡山県 1,067,571 809,455 75.8% 19,359 ･15,921 82.2%
広島県 1,497,844 1,059,685 70.7% 18,735 13,171 ◆70.3%

山口県 775,297 580,862 74.9.% 6,726 5,003. 74.40/.

徳島県 427,455 331,148 77.5% 2,780 2,390 86.00/.

香川県 559,600 .415,822 74.3% 5,181. 3,923 75.7%

.愛媛県 690,070 514,067 74.5% 9,807 7,431 75̀8%

高知県 349,496 258,891 74.1% 4,652 4,160 89.4%

佐賀県 436,496 326,743 74.9% 3,458 2,421 70.0%

長崎県 5.73,637 423,649 73..ー90/o 4,930 3,566. 72.3%.

熊本県 910,160 ●703,602 77.3% 6,928 5,526 79..8%

鹿児島県 801,406 607,911 75.9% 14,.011 12,087 86.3%
沖縄県 581,518 446,993 76.9% 7,357 5,606 76;20/.

合 計 65,744,471 49,184,014 74.8% 845,508 605,068 71.6%

備考 合計①､合計③については､個人県民税は含まれていない｡ (税制企画課作成)
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